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巻頭言

集落の力：
4年目の津波被災地から見えてきたこと

谷　下　雅　義

私は，2011 年 4 月から東日本大震災前からの知人
が暮らす岩手県陸前高田市の市民活動の支援を行って
きた。また 2012 年 3 月からは，宮城県南三陸町にお
いてゼミ活動でツーリズムについて学ばせていただい
ている。震災以前から人口減少・高齢化が進行し，漁
業を中心とする第 1 次産業が支えてきた三陸リアス地
域の再生は，土木技術だけではまったく役に立たない。
建築・造園のみならず社会福祉，社会学，行政学など
多様な研究者や実務者の方々と連携して支援をしてい
く必要があると考えた。陸前高田では，6大学支援ネッ
トワーク（代表：宮城孝法政大学教授）が，南三陸で
は，学生たちが「さんさんびと」という組織を立ち上
げ，活動を行っている。

現在見えてきたことの一つは，市町村内における旧
町（支所）別の人口増減の格差である。被害の大きかっ
た石巻市，南三陸町，陸前高田市における震災から半
年～ 1 年後そして 2014 年 3 月末の震災前からの人口

図─ 1　石巻市（濃灰色）・南三陸町（薄灰色）・陸前高田市（黒）の旧町（支所）別人口変化率（%）
横軸の幅は，震災前（2010 年 9月末 , 陸前高田市のみ 2011 年 2月末）の人口（住民基本台帳ベース）を表しており，白色の部分が震災から半年～ 1年後，
色のついた部分がさらに 2年以上経過した 2014 年 3月末時点での変化率を表す。実際には住民票を残したまま移転している方もいる。

変化率（％）を図─ 1 に示す。震災から半年～ 1 年で
人口が増加した地域は，その後も減少していないが，5％
以上減少した地域においては一層減少が進んでいる。

これはもちろん復興事業がまだ進んでいないからで
あるが，そもそも人口減少下，生態系，景観など豊か
な自然を前提とし，ゆいやもやいなど労力やモノの相
互扶助システムにより支えられていた集落コミュニ
ティにおいて，長時間また膨大な土地の権利調整を要
する事業を選択することが適切なのかは問われなけれ
ばなるまい。図において最も人口減少率が高い石巻市
雄勝地区では，暮らし続けられることを最優先に考え
た住民グループの代替案が議論のテーブルに乗せられ
ないまま計画が決まったことが，一層住民の流出を加
速したとの報告がある。こうした状況を小熊は「ゴー
ストタウンから死者はでない」（「世界」2014 年 4，5
月号）と表現している。関連して，現在進む事業に対
しては次のような懸念が示されている。
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○……高台開発により大量の土砂が川や海に流出また防潮
堤により藻場や湧水のメカニズムの変化による漁業
への影響。また既存集落から離れた移転地は 10 年
後も存続するのか。

○……民地と公有地が混在し，震災前の固定資産税収入が
期待できない低地の管理。高い防潮堤ができたとき
の排水システム。

○……歴史文化財の継承。居住地から離れた公園の利用。
防潮堤海側の保安林の機能。

○……上下水道，水門，道路・公園，公営住宅などの公共
施設の維持管理。

○……すべての事業が予算内でできるのか。できても長期
的に地方財政が破たんするのではないか。
市町村に制度・事業間調整の役割が期待されたが，

職員の被災も加わり，いわゆるタテワリとナワバリの
中で動いているように見える。「強い」個人はすでに
新しい生活をはじめているが，そうでない人は半歩さ
え踏み出せずにいる。その結果，ここ 1 年で生じてい
るのが，集落内での対立とあきらめである。既得権や
将来の展望が描けない日常など現場での利害調整は容
易ではない。行政・住民・専門家をつなぐコーディネー
ターの役割が一層大きくなっており，ここに土木技術
者が貢献できるのではないか。被災直後の消防団の活
動を含め，外部の支援も得ながら自分たちで問題を発
見し，解決していく能力をもつ集落・まちをつくって
いくことが防災・減災にもつながると考えている。

─たにした　まさよし　中央大学理工学部　教授─




